
　

特
定
非
営
利
活
動
法
人
（
以
下
「
N
P
O
法
人
」）
の
活
動
を
支
援
す
る
た

め
、
市
民
や
企
業
か
ら
N
P
O
法
人
へ
の
寄
附
を
促
す
税
制
上
の
仕
組
み
と
し

て
、
認
定
N
P
O
法
人
制
度
が
設
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

平
成
20
年
度
税
制
改
正
で
は
、
認
定
要
件
の
緩
和
や
申
請
手
続
き
の
負
担
軽

減
等
、
制
度
が
大
幅
に
改
正
さ
れ
ま
し
た
。

　

認
定
N
P
O
法
人
制
度
は
、
N
P
O
法
人
へ
の
寄
附
を

促
す
税
制
上
の
措
置
と
し
て
、
平
成
13
年
10
月
か
ら
始
ま

り
ま
し
た
。

　

認
定
N
P
O
法
人
に
な
る
た
め
に
は
、
一
定
の
要
件
を
満

た
す
も
の
と
し
て
、
国
税
庁
長
官
の
認
定
を
受
け
る
必
要
が

あ
り
ま
す
が
、
大
き
く
分
け
て
２
つ
の
税
制
上
の
優
遇
措
置

が
受
け
ら
れ
ま
す
。

●
寄
附
者
に
対
す
る
優
遇
措
置

①
個
人
が
寄
附
す
る
場
合
、
所
得
税
の
計
算
の
際
、
寄
附
金

控
除
の
対
象
に
な
り
ま
す
。

②
法
人
が
寄
附
す
る
場
合
、
法
人
税
の
計
算
の
際
、
一
般
寄

附
金
の
損
金
算
入
限
度
額
に
加
え
、
別
枠
の
損
金
算
入
限

度
額
が
設
け
ら
れ
ま
す
。

③
相
続
ま
た
は
遺
贈
に
よ
る
相
続
財
産
を
寄
附
す
る
場
合
、

相
続
税
の
計
算
の
際
、
寄
附
し
た
財
産
の
価
格
は
課
税
対

象
か
ら
除
か
れ
ま
す
。

●
認
定
N
P
O
法
人
に
対
す
る
優
遇
措
置

　

収
益
事
業
に
属
す
る
資
産
か
ら
収
益
事
業
以
外
の
事
業

の
た
め
に
支
出
し
た
場
合
、
寄
附
金
と
み
な
し
、
一
定
の

範
囲
内
で
損
金
算
入
で
き
ま
す
。

●
認
定
要
件
の
一
つ
で
あ
る
「
経
常
収
入
に
占
め
る
寄
附

金
等
収
入
の
割
合
（
以
下
「
P
S
T
」）」
の
緩
和

①
P
S
T
の
基
準
値
が
３
分
の
１
か
ら
５
分
の
１
に
緩
和

さ
れ
る
特
例
が
３
年
延
長
さ
れ
、
平
成
23
年
３
月
31
日

ま
で
の
申
請
に
対
し
、
適
用
さ
れ
ま
す
。
こ
れ
に
よ
り
、

寄
附
金
割
合
が
少
な
い
N
P
O
法
人
も
認
定
さ
れ
や
す

く
な
り
ま
し
た
。

②
P
S
T
の
実
績
判
定
期
間
が
２
年
か
ら
５
年
に
延
長
さ

れ
、
P
S
T
が
各
事
業
年
度
10
分
の
１
以
上
と
い
う
要

件
が
撤
廃
さ
れ
ま
し
た
。
５
年
合
算
の
実
績
を
も
と
に

申
請
で
き
、
年
度
ご
と
の
寄
附
金
変
動
が
大
き
く
て
も

認
定
さ
れ
や
す
く
な
り
ま
し
た
。

③
寄
附
金
の
一
者
あ
た
り
基
準
限
度
額
が
受
入
寄
附
金
総

額
の
５
％
か
ら
10
％
に
引
き
上
げ
ら
れ
ま
し
た
。

④
社
員
か
ら
の
寄
附
に
係
る
「
親
族
合
算
」
が
撤
廃
さ
れ
、

社
員
と
社
員
の
三
親
等
内
の
親
族
を
同
一
の
者
と
み
な

す
必
要
が
な
く
な
り
ま
し
た
。

⑤
P
S
T
算
定
の
際
、
国
等
か
ら
の
補
助
金
・
委
託
費
と

同
様
、
独
立
行
政
法
人
や
国
立
大
学
法
人
等
か
ら
の
補

助
金
・
委
託
費
も
、
経
常
収
入
か
ら
除
く
こ
と
が
で
き

る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。

●
申
請
手
続
き
の
負
担
軽
減

①
小
規
模
法
人
は
簡
易
な
計
算
式
に
よ
る
P
S
T
を
選
択

で
き
、
申
請
手
続
き
の
負
担
が
軽
減
さ
れ
ま
す
。

②
認
定
の
有
効
期
間
が
２
年
か
ら
５
年
に
延
長
さ
れ
、
申

請
の
負
担
が
軽
減
さ
れ
ま
す
。

●
寄
附
者
に
関
す
る
優
遇

①
個
人
が
寄
附
す
る
場
合
、
所
得
税
の
計
算
に
加
え
、
個

人
住
民
税
（
地
方
税
）
の
計
算
の
際
も
、
寄
附
金
控
除

が
適
用
さ
れ
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。

②
法
人
税
の
計
算
の
際
、
一
般
の
寄
附
金
に
係
る
損
金
算

入
限
度
額
の
ほ
か
、
認
定
N
P
O
法
人
へ
の
寄
附
金
に

か
か
る
損
金
算
入
限
度
額
が
別
枠
で
設
け
ら
れ
て
い
ま

す
が
、
そ
の
所
得
基
準
が
２
・
５
％
か
ら
５
％
に
引
き

上
げ
ら
れ
ま
し
た
。

ポッスポスポポポ
ララララ
スポットスポット
ライトライト
最新の福祉関係
の動向について
掲載します。

スポット
ライト

平
成
20
年
度
税
制
改
正
で

認
定
N
P
O
法
人
制
度
が

大
幅
に
改
正
さ
れ
ま
し
た

認
定
N
P
O
法
人
制
度
と
は

「認定NPO法人制度のしくみ」：http://www.npo-homepage.go.jp/pdf/
nintei-pamphlet.pdfpamphlet.pdfgo.jp/shingi/2008/03/s0331-7.html

平
成
20
年
度
か
ら
の
改
正
点
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